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１．建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）（抄） 

（維持保全） 

第八条  建築物の所有者，管理者又は占有者は，その建築物の敷地，構造及び建築設備を常時適法な

状態に維持するように努めなければならない。 

（保安上危険な建築物等に対する措置） 

第十条  特定行政庁は，第六条第一項第一号に掲げる建築物その他政令で定める建築物の敷地，構造

又は建築設備（いずれも第三条第二項の規定により第二章の規定又はこれに基づく命令若しくは条

例の規定の適用を受けないものに限る。）について，損傷，腐食その他の劣化が進み，そのまま放

置すれば著しく保安上危険となり，又は著しく衛生上有害となるおそれがあると認める場合におい

ては，当該建築物又はその敷地の所有者，管理者又は占有者に対して，相当の猶予期限を付けて，

当該建築物の除却，移転，改築，増築，修繕，模様替，使用中止，使用制限その他保安上又は衛生

上必要な措置をとることを勧告することができる。 

２  特定行政庁は，前項の勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかった

場合において，特に必要があると認めるときは，その者に対し，相当の猶予期限を付けて，その勧

告に係る措置をとることを命ずることができる。 

３  前項の規定による場合のほか，特定行政庁は，建築物の敷地，構造又は建築設備（いずれも第三

条第二項の規定により第二章の規定又はこれに基づく命令若しくは条例の規定の適用を受けない

ものに限る。）が著しく保安上危険であり，又は著しく衛生上有害であると認める場合においては，

当該建築物又はその敷地の所有者，管理者又は占有者に対して，相当の猶予期限を付けて，当該建

築物の除却，移転，改築，増築，修繕，模様替，使用禁止，使用制限その他保安上又は衛生上必要

な措置をとることを命ずることができる。 

４  第九条第二項から第九項まで及び第十一項から第十五項までの規定は，前二項の場合に準用する。 

（第１０条第４項に基づき準用する第９条の規定） 

第９条   

２  特定行政庁は，前項の措置を命じようとする場合においては，あらかじめ，その措置を命じよう

とする者に対して，その命じようとする措置及びその事由並びに意見書の提出先及び提出期限を記

載した通知書を交付して，その措置を命じようとする者又はその代理人に意見書及び自己に有利な

証拠を提出する機会を与えなければならない。  

11  第一項の規定により必要な措置を命じようとする場合において，過失がなくてその措置を命ぜら

れるべき者を確知することができず，かつ，その違反を放置することが著しく公益に反すると認め

られるときは，特定行政庁は，その者の負担において，その措置を自ら行い，又はその命じた者若

しくは委任した者に行わせることができる。この場合においては，相当の期限を定めて，その措置

を行うべき旨及びその期限までにその措置を行わないときは，特定行政庁又はその命じた者若しく

は委任した者がその措置を行うべき旨をあらかじめ公告しなければならない。 

12  特定行政庁は，第一項の規定により必要な措置を命じた場合において，その措置を命ぜられた者

がその措置を履行しないとき，履行しても十分でないとき，又は履行しても同項の期限までに完了

する見込みがないときは，行政代執行法 （昭和二十三年法律第四十三号）の定めるところに従い，

みずから義務者のなすべき行為をし，又は第三者をしてこれをさせることができる。 

 

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%4f%96%40%8e%6c%8e%4f&REF_NAME=%8d%73%90%ad%91%e3%8e%b7%8d%73%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
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（報告，検査等） 

第十二条   

６  建築主事又は特定行政庁の命令若しくは建築主事の委任を受けた当該市町村若しくは都道府県

の職員にあっては第六条第四項，第六条の二第十一項，第七条第四項，第七条の三第四項，第九条

第一項，第十項若しくは第十三項，第十条第一項から第三項まで，前条第一項又は第九十条の二第

一項の規定の施行に必要な限度において，建築監視員にあっては第九条第十項の規定の施行に必要

な限度において，当該建築物，建築物の敷地又は建築工事場に立ち入り，建築物，建築物の敷地，

建築設備，建築材料，設計図書その他建築物に関する工事に関係がある物件を検査し，若しくは試

験し，又は建築物若しくは建築物の敷地の所有者，管理者若しくは占有者，建築主，設計者，工事

監理者若しくは工事施工者に対し必要な事項について質問することができる。ただし，住居に立ち

入る場合においては，あらかじめ，その居住者の承諾を得なければならない。 
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２．消防法（昭和二十三年七月二十四日法律第百八十六号）（抄） 

（火災の予防） 

第三条  消防長（消防本部を置かない市町村においては，市町村長。第六章及び第三十五条の三の二

を除き，以下同じ。），消防署長その他の消防吏員は，屋外において火災の予防に危険であると認

める行為者又は火災の予防に危険であると認める物件若しくは消火，避難その他の消防の活動に支

障になると認める物件の所有者，管理者若しくは占有者で権原を有する者に対して，次に掲げる必

要な措置をとるべきことを命ずることができる。 

一  火遊び，喫煙，たき火，火を使用する設備若しくは器具（物件に限る。）又はその使用に際

し火災の発生のおそれのある設備若しくは器具（物件に限る。）の使用その他これらに類する

行為の禁止，停止若しくは制限又はこれらの行為を行う場合の消火準備 

二  残火，取灰又は火粉の始末 

三  危険物又は放置され，若しくはみだりに存置された燃焼のおそれのある物件の除去その他の

処理 

四  放置され，又はみだりに存置された物件（前号の物件を除く。）の整理又は除去 

２  消防長又は消防署長は，火災の予防に危険であると認める物件又は消火，避難その他の消防の活

動に支障になると認める物件の所有者，管理者又は占有者で権原を有するものを確知することがで

きないため，これらの者に対し，前項の規定による必要な措置をとるべきことを命ずることができ

ないときは，それらの者の負担において，当該消防職員（消防本部を置かない市町村においては，

消防団員。第四項（第五条第二項及び第五条の三第五項において準用する場合を含む。）及び第五

条の三第二項において同じ。）に，当該物件について前項第三号又は第四号に掲げる措置をとらせ

ることができる。この場合において，物件を除去させたときは，消防長又は消防署長は，当該物件

を保管しなければならない。 

３  災害対策基本法 （昭和三十六年法律第二百二十三号）第六十四条第三項 から第六項 までの規

定は，前項の規定により消防長又は消防署長が物件を保管した場合について準用する。この場合に

おいて，これらの規定中「市町村長」とあるのは「消防長又は消防署長」と，「工作物等」とある

のは「物件」と，「統轄する」とあるのは「属する」と読み替えるものとする。 

４  消防長又は消防署長は，第一項の規定により必要な措置を命じた場合において，その措置を命ぜ

られた者がその措置を履行しないとき，履行しても十分でないとき，又はその措置の履行について

期限が付されている場合にあっては履行しても当該期限までに完了する見込みがないときは，行政

代執行法 （昭和二十三年法律第四十三号）の定めるところに従い，当該消防職員又は第三者にそ

の措置をとらせることができる。 

第四条 消防長又は消防署長は，火災予防のために必要があるときは，関係者に対して資料の提出を

命じ，若しくは報告を求め，又は当該消防職員（消防本部を置かない市町村においては，当該市町

村の消防事務に従事する職員又は常勤の消防団員。第５条の３第２項を除き，以下同じ。）にあら

ゆる仕事場，工場若しくは公衆の出入する場所その他の関係のある場所に立ち入って，消防対象物

の位置，構造，設備及び管理の状況を検査させ，若しくは関係のある者に質問させることができる。

ただし，個人の住居は，関係者の承諾を得た場合又は火災発生のおそれが著しく大であるため，特

に緊急の必要がある場合でなければ，立ち入らせてはならない。 

 

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%98%5a%96%40%93%f1%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%8d%d0%8a%51%91%ce%8d%f4%8a%ee%96%7b%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%98%5a%96%40%93%f1%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%91%e6%98%5a%8f%5c%8e%6c%8f%f0%91%e6%8e%4f%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000006400000000003000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000006400000000003000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000006400000000003000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%98%5a%96%40%93%f1%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%91%e6%98%5a%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000006400000000006000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000006400000000006000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000006400000000006000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%4f%96%40%8e%6c%8e%4f&REF_NAME=%8d%73%90%ad%91%e3%8e%b7%8d%73%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%4f%96%40%8e%6c%8e%4f&REF_NAME=%8d%73%90%ad%91%e3%8e%b7%8d%73%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
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第五条 消防長又は消防署長は，防火対象物の位置，構造，設備又は管理の状況について，火災の予

防に危険であると認める場合，消火，避難その他の消防の活動に支障になると認める場合，火災が

発生したならば人命に危険であると認める場合その他火災の予防上必要があると認める場合には，

権原を有する関係者（特に緊急の必要があると認める場合においては，関係者及び工事の請負人又

は現場管理者）に対し，当該防火対象物の改修，移転，除去，工事の停止又は中止その他の必要な

措置をなすべきことを命ずることができる。ただし，建築物その他の工作物で，それが他の法令に

より建築，増築，改築又は移築の許可又は認可を受け，その後事情の変更していないものについて

は，この限りでない。 

第五条の三 消防長，消防署長その他の消防吏員は，防火対象物において火災の予防に危険であると

認める行為者又は火災の予防に危険であると認める物件若しくは消火，避難その他の消防の活動に

支障になると認める物件の所有者，管理者若しくは占有者で権原を有する者（特に緊急の必要があ

ると認める場合においては，当該物件の所有者，管理者若しくは占有者又は当該防火対象物の関係

者。次項において同じ。）に対して，第３条第１項各号に掲げる必要な措置をとるべきことを命ず

ることができる。 

２ 消防長又は消防署長は，火災の予防に危険であると認める物件又は消火，避難その他の消防の活

動に支障になると認める物件の所有者，管理者又は占有者で権原を有するものを確知することがで

きないため，これらの者に対し，前項の規定による必要な措置をとるべきことを命ずることができ

ないときは，それらの者の負担において，当該消防職員に，当該物件について第３条第１項第３号

又は第４号に掲げる措置をとらせることができる。この場合においては，相当の期限を定めて，そ

の措置を行うべき旨及びその期限までにその措置を行わないときは，当該消防職員がその措置を行

うべき旨をあらかじめ公告しなければならない。ただし，緊急の必要があると認めるときはこの限

りでない。 

３ 消防長又は消防署長は，前項の規定による措置をとつた場合において，物件を除去させたときは，

当該物件を保管しなければならない。 

４ 災害対策基本法第 64条第３項から第６項までの規定は，前項の規定により消防長又は消防署長が

物件を保管した場合について準用する。この場合において，これらの規定中「市町村長」とあるの

は「消防長又は消防署長」と，「工作物等」とあるのは「物件」と，「統轄する」とあるのは「属

する」と読み替えるものとする。 

５ 第３条第４項の規定は第１項の規定により必要な措置を命じた場合について，第５条第３項及び

第４項の規定は第１項の規定による命令について，それぞれ準用する。 

 

 

３．京都市火災予防条例（昭和 23年 10月 1日条例第 96号） 

（空き地及び空き家の管理） 

第二十五条 空き地の関係者は，当該空き地の枯れ草等燃焼のおそれのある物件の除去その他火災予

防上必要な措置を講じなければならない。 

２ 空き家の所有者又は管理者は，当該空き家への侵入の防止，周囲の燃焼のおそれのある物件の除

去その他火災予防上必要な措置を講じなければならない。 

 

 

http://www.houko.com/00/01/S23/186.HTM#003
http://www.houko.com/00/01/S23/186.HTM#003
http://www.houko.com/00/01/S23/186.HTM#003
http://www.houko.com/00/01/S23/186.HTM#005
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４．道路法（昭和二十七年六月十日法律第百八十号）（抄） 

（道路に関する禁止行為） 

第四十三条  何人も道路に関し，左に掲げる行為をしてはならない。 

一  みだりに道路を損傷し，又は汚損すること。 

二  みだりに道路に土石，竹木等の物件をたい積し，その他道路の構造又は交通に支障を及ぼす

虞のある行為をすること。 

（道路管理者等の監督処分） 

第七十一条  道路管理者は，次の各号のいずれかに該当する者に対して，この法律又はこの法律に基

づく命令の規定によって与えた許可若しくは承認を取り消し，その効力を停止し，若しくはその条

件を変更し，又は行為若しくは工事の中止，道路（連結許可等に係る自動車専用道路と連結する施

設を含む。以下この項において同じ。）に存する工作物その他の物件の改築，移転，除却若しくは

当該工作物その他の物件により生ずべき損害を予防するために必要な施設をすること若しくは道

路を原状に回復することを命ずることができる。 

一  この法律若しくはこの法律に基づく命令の規定又はこれらの規定に基づく処分に違反してい

る者 

二  この法律又はこの法律に基づく命令の規定による許可又は承認に付した条件に違反している

者 

三  詐偽その他不正な手段によりこの法律又はこの法律に基づく命令の規定による許可又は承認

を受けた者 

２  道路管理者は，左の各号の一に該当する場合においては，この法律又はこの法律に基づく命令の

規定による許可又は承認を受けた者に対し，前項に規定する処分をし，又は措置を命ずることがで

きる。 

一  道路に関する工事のためやむを得ない必要が生じた場合 

二  道路の構造又は交通に著しい支障が生じた場合 

三  前二号に掲げる場合の外，道路の管理上の事由以外の事由に基づく公益上やむを得ない必要

が生じた場合 

３  前二項の規定により必要な措置をとることを命じようとする場合において，過失がなくて当該措

置を命ずべき者を確知することができないときは，道路管理者は，その者の負担において，当該措

置を自ら行い，又はその命じた者若しくは委任した者にこれを行わせることができる。この場合に

おいては，相当の期限を定めて，当該措置を行うべき旨及びその期限までに当該措置を行わないと

きは，道路管理者又はその命じた者若しくは委任した者が当該措置を行う旨を，あらかじめ公告し

なければならない。 
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５．廃棄物の処理及び清掃に関する法律（抄） 

（清潔の保持等） 

第五条  土地又は建物の占有者（占有者がない場合には，管理者とする。以下同じ。）は，その占有

し，又は管理する土地又は建物の清潔を保つように努めなければならない。 

２  土地の所有者又は占有者は，その所有し，又は占有し，若しくは管理する土地において，他の者

によって不適正に処理された廃棄物と認められるものを発見したときは，速やかに，その旨を都道

府県知事又は市町村長に通報するように努めなければならない。 

（投棄禁止） 

第十六条  何人も，みだりに廃棄物を捨ててはならない。 

（措置命令） 

第十九条の四  一般廃棄物処理基準（特別管理一般廃棄物にあっては，特別管理一般廃棄物処理基準）

に適合しない一般廃棄物の収集，運搬又は処分が行われた場合において，生活環境の保全上支障が

生じ，又は生ずるおそれがあると認められるときは，市町村長（前条第三号に掲げる場合にあって

は，環境大臣。第十九条の七において同じ。）は，必要な限度において，当該収集，運搬又は処分

を行った者（第六条の二第一項の規定により当該収集，運搬又は処分を行った市町村を除くものと

し，同条第六項若しくは第七項又は第七条第十四項の規定に違反する委託により当該収集，運搬又

は処分が行われたときは，当該委託をした者を含む。次条第一項及び第十九条の七において「処分

者等」という。）に対し，期限を定めて，その支障の除去又は発生の防止のために必要な措置（以

下「支障の除去等の措置」という。）を講ずべきことを命ずることができる。 

２  前項の規定による命令をするときは，環境省令で定める事項を記載した命令書を交付しなければ

ならない。 

（生活環境の保全上の支障の除去等の措置） 

第十九条の七  第十九条の四第一項に規定する場合において，生活環境の保全上の支障が生じ，又は

生ずるおそれがあり，かつ，次の各号のいずれかに該当すると認められるときは，市町村長は，自

らその支障の除去等の措置の全部又は一部を講ずることができる。この場合において，第二号に該

当すると認められるときは，相当の期限を定めて，当該支障の除去等の措置を講ずべき旨及びその

期限までに当該支障の除去等の措置を講じないときは，自ら当該支障の除去等の措置を講じ，当該

措置に要した費用を徴収する旨を，あらかじめ，公告しなければならない。 

一  第十九条の四第一項の規定により支障の除去等の措置を講ずべきことを命ぜられた処分者等

が，当該命令に係る期限までにその命令に係る措置を講じないとき，講じても十分でないとき，

又は講ずる見込みがないとき。 

二  第十九条の四第一項の規定により支障の除去等の措置を講ずべきことを命じようとする場合

において，過失がなくて当該支障の除去等の措置を命ずべき処分者等を確知することができな

いとき。 

三  第十九条の四の二第一項の規定により支障の除去等の措置を講ずべきことを命ぜられた認定

業者が，当該命令に係る期限までにその命令に係る措置を講じないとき，講じても十分でない

とき，又は講ずる見込みがないとき。 
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四  緊急に支障の除去等の措置を講ずる必要がある場合において，第十九条の四第一項又は第十

九条の四の二第一項の規定により支障の除去等の措置を講ずべきことを命ずるいとまがないと

き。 

２  市町村長は，前項（第三号に係る部分を除く。）の規定により同項の支障の除去等の措置の全部

又は一部を講じたときは，当該支障の除去等の措置に要した費用について，環境省令で定めるとこ

ろにより，当該処分者等に負担させることができる。 

３  市町村長は，第一項（第三号に係る部分に限る。）の規定により同項の支障の除去等の措置の全

部又は一部を講じたときは，当該支障の除去等の措置に要した費用について，環境省令で定めると

ころにより，当該認定業者に負担させることができる。 

４  市町村長は，第一項（第四号に係る部分に限る。）の規定により同項の支障の除去等の措置の全

部又は一部を講じた場合において，第十九条の四の二第一項各号のいずれにも該当すると認められ

るときは，当該支障の除去等の措置に要した費用の全部又は一部について，環境省令で定めるとこ

ろにより，当該認定業者に負担させることができる。この場合において，当該認定業者に負担させ

る費用の額は，当該一般廃棄物の性状，数量，収集，運搬又は処分の方法その他の事情からみて相

当な範囲内のものでなければならない。 

５  前三項の規定により負担させる費用の徴収については，行政代執行法 （昭和二十三年法律第四

十三号）第五条 及び第六条 の規定を準用する。 

６  第一項の規定により同項の支障の除去等の措置の全部又は一部を講じた場合において，当該支障

の除去等の措置が特定一般廃棄物最終処分場の維持管理に係るものであるときは，市町村長は，当

該特定一般廃棄物最終処分場に係る第八条の五第六項に規定する者（以下この項において「設置者

等」という。）及び機構にあらかじめ通知した上で，当該支障の除去等の措置に要した費用に充て

るため，その費用の額の範囲内で，当該特定一般廃棄物最終処分場に係る維持管理積立金を当該設

置者等に代わって取り戻すことができる。 

 

 

６．京都市廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例（抄） 

（占有者等の自己処理の基準等） 

第十八条 占有者等は，自ら一般廃棄物を処理するときは，法第６条の２第２項に規定する一般廃棄

物処理基準（特別管理一般廃棄物については，同条第３項に規定する特別管理一般廃棄物処理基

準））に従わなければならない。 

２ 占有者等は，自ら処分しない一般廃棄物（排出禁止物及び特別管理一般廃棄物を除く。）につい

ては，一般廃棄物処理計画に従って適正に分別し，所定の場所に集める等本市が行う一般廃棄物の

処理に協力しなければならない。 

３ 占有者等は，自ら処分しない排出禁止物及び特別管理一般廃棄物については，その処理に関する

市長の指示に従わなければならない。 

 

 

 


